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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
累計期間

第49期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 1,638,9962,508,1634,557,894

経常損失(△)（千円） △478,031△167,350△571,793

四半期(当期)純損失(△）

（千円）
△483,810△172,733△388,324

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△513,280△189,557△531,387

純資産額（千円） 1,628,0761,420,1811,609,826

総資産額（千円） 3,252,7833,775,1183,871,770

１株当たり四半期(当期)純損失金

額(△）（円）
△26.47 △9.45 △21.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 50.1 37.6 41.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△92,963 173,126△153,787

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
160,059△35,142 473,136

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△179,736△60,286△365,491

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
489,025 633,219 555,522

　

回次
第49期

第２四半期連結
会計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

１株当たり四半期純損失金額

(△）（円）
△13.59 △3.34

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

(1) 　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

(2) 経営に重要な影響を及ぼす事象

　　当社グループは、土木建設市場における東日本大震災の復旧・復興のための政府建設投資が増加し、緩やかな回

復傾向にありますものの、未だ厳しい経営環境下で推移したことなどにより、当第２四半期連結累計期間におい

ては172百万円の四半期純損失を計上いたしました。このような状況を解消・改善するための対応策については、

３.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（3）事業上及び財務上の対処すべき課題に記載し

ております。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）業績の概況

　当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年９月30日）の我が国経済は、東日本大震災後の景気

低迷から緩やかに回復してまいりましたが、依然として、欧州債務危機問題や長期化する円高などにより企業業

績の下振れが懸念されるなど、先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当社グループが関連いたします土木建設市場におきましては、東日本大震災の復旧・復興のための政府建設投

資は増加し、緩やかな回復傾向に有りますものの、未だ厳しい経営環境下にありました。

このような情勢のもと、当社グループは、当社技術工法、事業製品、関連資材を積極的に提案営業することによ

り、第２四半期後半より東日本大震災の復興事業による当社業績への寄与が始まり、前年度からの繰越しを含む

公共工事の増加要因と合わせて、当該期間における売上高は増加いたしました。固定費につきましては、販売費及

び一般管理費および鋼製型枠の減価償却費は減少し、営業損失は縮小に向かい、業績は改善傾向となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高につきましては、2,508百万円（前年同期比53.0％増）となり、

営業損失は171百万円（同310百万円の改善）、経常損失は167百万円（同310百万円の改善）、四半期純損失は172

百万円（同311百万円の改善）となりました。

　

セグメントの業績の概況

　セグメント別にみると、型枠貸与事業の売上高は513百万円（前年同期比88.1％増）、営業損失は194百万円（同

142百万円の改善）、資材・製品販売事業の売上高は1,994百万円（前年同期比46.0％増）、営業利益は22百万円

（前年同期は145百万円の営業損失）であります。

　　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前連結会計年度末に比べ、77

百万円増加し、633百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により得られた資金は173百万円(前年同四半期は92百万円の支出）でした。主に売上債権の減少226百

万円、仕入債務の増加87百万円、減価償却費156百万円による収入と税金等調整前四半期純損失167百万円、たな卸

資産の増加108百万円による支出などによるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により支出した資金は35百万円(前年同四半期は160百万円の収入）でした。主に鋼製型枠等有形固定

資産の取得による支出33百万円などによるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により支出した資金は60百万円(前年同四半期は179百万円の支出）でした。主にリース債務の返済に

よる支出59百万円などによるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間においては172百万円の四半期純損失を計上いたしました。このような状況を解消・

改善するため、当社業績への寄与が見込まれる東日本大震災の復興事業へ全力で取り組むと共に、事業量が増大

することが予想される東海・東南海・南海地震に対する国の防災対策事業等におきましても、積極的に提案営業

し、早期の業績の向上を図ってまいります。

　

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は21百万円であります。

　　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,997,000

計 38,997,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 18,622,544 18,622,544
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 18,622,544 18,622,544 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 18,622,544 － 1,004,427 － 541,691
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ジェイ・エム・イー 東京都新宿区西新宿六丁目10－１ 1,288 6.92

行本　敏子 東京都杉並区 1,165 6.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 1,152 6.19

今井　正利 岐阜県多治見市 717 3.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 449 2.41

保　　義一 和歌山県和歌山市 401 2.15

行本　卓生 東京都港区 360 1.94

菊池　恵理香 東京都杉並区 346 1.86

日建工学株式会社 東京都新宿区西新宿六丁目10－１ 344 1.85

三井住友信託銀行株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 340 1.83

日亜鋼業株式会社 兵庫県尼崎市中浜町19 250 1.34

計 － 6,816 36.60

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   　344,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　17,988,000 17,988 －

単元未満株式 普通株式     　290,544 －
１単元(1,000株)未満の株式

　

発行済株式総数   18,622,544－ －

総株主の議決権 － 17,988 －

　

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新

宿六丁目10－１
344,000 － 344,000 1.85

計 － 344,000 － 344,000 1.85

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 555,522 633,219

受取手形及び売掛金 ※
 2,195,060

※
 1,984,893

商品及び製品 138,470 247,035

原材料及び貯蔵品 13,255 13,274

その他 89,100 96,123

貸倒引当金 △59,811 △59,280

流動資産合計 2,931,598 2,915,265

固定資産

有形固定資産

リース資産（純額） 304,087 259,280

その他（純額） 204,850 189,872

有形固定資産合計 508,937 449,152

無形固定資産 20,621 15,652

投資その他の資産

投資有価証券 154,605 137,781

その他 407,530 408,780

貸倒引当金 △151,522 △151,514

投資その他の資産合計 410,612 395,047

固定資産合計 940,172 859,852

資産合計 3,871,770 3,775,118

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 1,642,462

※
 1,759,456

リース債務 116,997 125,826

未払金 106,577 81,291

未払法人税等 11,169 7,741

その他 79,840 135,720

流動負債合計 1,957,047 2,110,036

固定負債

リース債務 203,294 147,068

退職給付引当金 79,348 76,394

役員退職慰労引当金 3,725 －

その他 18,528 21,436

固定負債合計 304,896 244,900

負債合計 2,261,943 2,354,936
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 128,603 △44,130

自己株式 △58,986 △59,074

株主資本合計 1,615,735 1,442,914

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △5,908 △22,732

その他の包括利益累計額合計 △5,908 △22,732

純資産合計 1,609,826 1,420,181

負債純資産合計 3,871,770 3,775,118
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 1,638,996 2,508,163

売上原価 1,512,892 2,104,298

売上総利益 126,103 403,865

販売費及び一般管理費 ※
 608,115

※
 575,166

営業損失（△） △482,011 △171,300

営業外収益

受取利息 404 402

受取配当金 5,850 2,582

たな卸資産処分益 2,746 3,207

貸倒引当金戻入額 － 539

その他 1,177 943

営業外収益合計 10,179 7,675

営業外費用

支払利息 6,199 3,712

為替差損 － 13

営業外費用合計 6,199 3,725

経常損失（△） △478,031 △167,350

特別損失

固定資産処分損 4 －

特別損失合計 4 －

税金等調整前四半期純損失（△） △478,036 △167,350

法人税等 5,773 5,382

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △483,810 △172,733

四半期純損失（△） △483,810 △172,733
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △483,810 △172,733

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29,469 △16,824

その他の包括利益合計 △29,469 △16,824

四半期包括利益 △513,280 △189,557

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △513,280 △189,557

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △478,036 △167,350

減価償却費 184,251 156,317

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,986 △539

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,159 △816

退職給付引当金の増減額（△は減少） △685 △2,953

受取利息及び受取配当金 △6,255 △2,984

支払利息 6,199 3,712

固定資産処分損益（△は益） 4 －

売上債権の増減額（△は増加） 566,806 226,076

たな卸資産の増減額（△は増加） △127,345 △108,301

仕入債務の増減額（△は減少） △199,883 87,776

未払消費税等の増減額（△は減少） △24,427 △3,438

その他 7,694 △5,139

小計 △84,850 182,358

利息及び配当金の受取額 6,075 2,614

利息の支払額 △6,199 △3,712

法人税等の支払額 △7,989 △8,134

営業活動によるキャッシュ・フロー △92,963 173,126

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 195,000 －

有形固定資産の取得による支出 △23,433 △33,947

差入保証金の差入による支出 △10,898 －

その他 △608 △1,195

投資活動によるキャッシュ・フロー 160,059 △35,142

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △110 △87

配当金の支払額 △163 △672

リース債務の返済による支出 △179,462 △59,527

財務活動によるキャッシュ・フロー △179,736 △60,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,640 77,696

現金及び現金同等物の期首残高 601,665 555,522

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 489,025

※
 633,219
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損

失はそれぞれ3,898千円減少しております。 

　

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形 

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四

半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計期

間末日残高に含まれております。
　

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形 66,652千円 85,618千円

支払手形 229,200千円 225,890千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

給与及び諸手当 228,084千円 242,635千円

旅費交通費 58,807千円 59,679千円

退職給付費用 8,860千円 14,521千円

貸倒引当金繰入額 21,167千円 -
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 489,025千円 633,219千円

現金及び現金同等物 489,025千円 633,219千円

 

（株主資本等関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

 
報告セグメント

合計
（千円）

型枠貸与事業
（千円）

資材・製品販売事
業（千円）

売上高    

外部顧客への売上高 273,054 1,365,9411,638,996
セグメント間の内部売上高又は振替
高

  -   -   -

計 273,054 1,365,9411,638,996

セグメント損失(△) △336,255 △145,756 △482,011

　

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

損失(△) 金額（千円）

報告セグメント計 △482,011

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △482,011

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

　　該当事項はありません。

　　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

 
報告セグメント

合計
（千円）

型枠貸与事業
（千円）

資材・製品販売事
業（千円）

売上高    

外部顧客への売上高 513,522 1,994,6412,508,163
セグメント間の内部売上高又は振替
高

           -            -            -

計 513,522 1,994,6412,508,163

セグメント利益又は損失(△) △194,021 22,721 △171,300
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２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

損失(△) 金額（千円）

報告セグメント計 △171,300

セグメント間取引消去          －

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △171,300

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

　　該当事項はありません。

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △26円47銭 △9円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △483,810 △172,733

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △483,810 △172,733

普通株式の期中平均株式数（株） 18,280,915 18,278,345

（注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月９日

日建工学株式会社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野辺地　　勉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　村　　茂　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会社の

平成24年4月1日から平成25年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成24年7月1日から平成24年9月30

日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成24年4月1日から平成24年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の平成24年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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